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Ⅰ．は じ め に
１．問題の背景
重度障害、特に重度肢体不自由者にとって介助は生活
そのものであり、介助者抜きに生活は成り立たない。彼
らにとって自立生活とは、自己選択・自己決定により自
分で生活をコントロールする「自律」生活であり、介助
においても然りである。
その介助の自律を実現する方法として、パーソナルア
シスタンス（以下「PA」）制度がある。PA制度とは、
障害者が自分で介助者を選び、雇用（契約）し、自分専
属に介助を受ける。そしてその介助にかかる費用は公的
費用で負担する仕組みである。この場合、基本的には介
助者募集、契約締結、介助者教育、シフト作成・調整、
請求業務等はすべて障害者が行い、介助者は雇用者（障
害者）の指示の下で介助を提供することになる。
フィンランドの障害者自立生活運動の第一人者である
カッレ・キョンキョラ氏は、フィンランドの重度障害者
の介助システムについて、「介助者とは、１００％公的資金
によって、別の人間に雇われ、その雇い主の日常の活動
を助けることで、雇い主が親戚や友人に極端な負担をか
けずに施設の外で生活していくことができるように雇わ
れる者のことを言う１）」と述べ、さらに、障害者は「介
助者の雇用者」で、介助者は、「相手がふつうの生活を
送るのを手助けする」存在であり、「介助者は、障害者
の代弁者でもないし、人生を決定する役割も持っていな
い。介助者は単に障害者がその障害のためにできないこ
とをすればよいのである」と述べている。つまり、フィ
ンランドの重度障害者の介助システムは、障害者が介助
者を雇用する PA制度であると述べている。
ヨーロッパの PA制度はデンマークのオーフス市が始
まりと言われており、フィンランドの PA制度も大部分
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本稿は，フィンランドのパーソナル・アシスタンス（PA）制度の制定経緯とそれに対する
当事者運動のかかわり，および２００８年１２月に改正されたフィンランドの障害者のためのサービ
ス及び援助法について，新ＰＡ制度の内容，特に改正による障害者，行政，ソーシャルワー
カーへの影響について，２０１１年１月に実施した現地での聞き取り調査をもとに検討した。
１９８７年の障害者のためのサービス及び援助法制定時も２００８年の法改正にも障害者団体の運動
が強く影響していると考えられた。特に，最初の法制定時は障害者団体が単体で運動していた
ものが，２００５年以降複数の種別の異なる障害者団体がネットワークを築いたことが，２００８年の
法改正，PA制度義務化への大きな原動力になったと思われる。
改正法での新 PA制度は，理念として障害者の自己決定権をより強く打ち出しているもの
の，実際には雇用者モデル以外では自己決定権が十分保障されているとは言い難く，雇用者と
しての義務と責任を果たすことが難しい人への支援策も十分ではないと思われた。国民性の違
いを考慮すると一概には言えないが，雇用者の義務と責任を第三者がどのように支援すれば，
雇用者モデルで PAを利用できるようになるのかを検討することに意義はあるだろう。
また，新 PAで課せられたサービス計画の策定は，ソーシャルワーカーがゲートキーパーと
なり自治体の支出をコントロールする重要な役割を負っている反面，ワーカーにとっては非常
に負荷の大きい作業であり，策定後のモニタリング不足などの課題があることが示唆された。
キーワード：パーソナル・アシスタンス，障害者団体，自己決定権，雇用者，ソーシャルワー
カーの役割
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をオーフス方式に倣っている２）。フィンランドでは１９７０
年代後半より PA制度を取り入れ，１９８７年に制定された
「障 害 者 の た め の サ ー ビ ス 及 び 援 助 法（Laki
vammaisuuden perusteella järjestettävistä palveluista
ja tukitoimista，以下「障害者サービス法」）３）」により
一般化された。筆者の一人は２００３年にヘルシンキ市で
PAの雇用主へのインタビュー調査を行い，PA制度が，
ケアを受けることが雇用という生産を生み出す機能を持
つこと，当事者主体の生活を保障すること，安心して安
定した介助が受けられることを明らかにした４）。ただ，
自治体に制度整備の義務はなかったため，PAを利用で
きない地域があるなどの地域間格差が生じていた。しか
しその後，２００８年１２月に障害者サービス法が改正され，
PAが自治体の義務となった。
２．問題意識と研究目的
では，２００８年の障害者サービス法の改正における PA
制度の義務化にはどのような背景があり，義務化に当
たって障害当事者運動はどのようにかかわっているのだ
ろうか，また新 PA制度は誰にどのような影響があるの
だろうか。本論の目的は，一つにはフィンランドの PA
制度の経緯とそこに障害当事者団体がどのようにかか
わったのかを明らかにすること。二つには，新 PA制度
の内容，特に改正による障害者，行政，ソーシャルワー
カーへの影響について検討することである。
３．研究方法
研究方法は，フィンランドの首都ヘルシンキ市社会保
険事務所の PA担当ソーシャルワーカー，２つの障害者
団 体（The Threshold Association：Kynnys（キ ュ ン
ヌス）とフィンランド身体障害者連盟 Invalidiliitto）へ
の現地聞き取り調査である。調査は２０１１年１月１４日～１７
日に行った。
Ⅱ．PA制度の法制化までの経緯と障害者運
動のかかわり
以下は，主に障害者団体キュンヌス代表カッレ．キョ
ンキョラ氏へのインタビューによる注１）。
１．１９８７年障害者サービス法の制定
キョンキョラ氏は，現在は人工呼吸器を使用しながら
自立生活を送る重度身体障害のある当事者である。現在
のフィンランドにおける重度障害者の介助システムは，
彼がヘルシンキ大学時代に，障害を持つ学生に対する配
慮を欠いていた大学に対して障害者運動を始めたことに
始まると言っても過言ではないだろう注２）。彼は１９７３年
にキュンヌスを設立した後，１９７０年代後半にデンマーク
に PA制度を学び，フィンランドでも導入し始める。最
初は比較的財源に余裕のある Kauniainen市在住の女性
から試行した。当時フィンランド政府は，１９４６年施行の
旧態依然とした身体障害者法の改正を検討するための委
員会を立ち上げており，１９８０年代初頭にキョンキョラ氏
が法改正の委員に就任し，新たな法律作りに参加した。
１９８１年の DPI設立をはさみ，キュンヌスは国内の保守
的な他の障害者団体と距離を置きながらも，氏が委員と
して積極的に発言を続けたことも功を奏し，行政側がよ
うやくキュンヌスの主張に耳を傾け始めた。
１９８３～１９８７年にキョンキョラ氏が緑の党から国会議員
に就任している間，１９８７年１月に政府は障害者サービス
法案を議会に提出し可決した。障害者サービス法は，障
害者が一定の基本的なサービスを受ける権利があること
を明文化した，当時北欧初の画期的な法律であった。山
田はこの法律の特徴として，①日常生活との関わりに基
づいた障害概念であること，②リハビリテーション指導
と適応訓練を障害者とその家族に提供することを自治体
に義務づけたこと，③重度障害者のための特別サービス
として４つのサービスの提供を自治体に義務づけたこ
と５）の３つをあげている。４つの特別サービスには①住
宅供給 ②移動 ③通訳 ④住宅改造が含まれている。
PAに関しては，障害者サービス法（旧）の法令第１６条
に「重度障害者は屋内生活，または学習や余暇活動，仕
事，社会参加などの屋外活動において，一定程度他人の
介助を必要とする場合，パーソナルアシスタントを雇う
費用の保証を受けることができる」と記され，その費用
については，「雇用者として支払う法定費用及び保険料，
その他介助者を持つことで生じる正当な支出も費用と見
なすものとする」と，アシスタントの雇用にかかる正当
な費用をすべて保障している。
２．法改正とPA制度の義務化
２００５年，これまで対立することの多かった他の障害者
団体とキュンヌスは，協力関係を構築し，ネットワーク
を形成していった。それは，障害者サービス法の制定か
ら２０年が経過し，他の障害者団体にも障害害当事者が雇
用されるなどの変化がみられてきて，キュンヌスと目指
す方向性が似てきたため可能になったという。キュンヌ
スによると，「２００５年春，PA制度のシステム強化に必
要な多くの問題に対処するため，パーソナルアシスタン
ス・プロジェクトが開始された。キュンヌス，フィンラ
ンド神経筋疾患協会，フィンランドMS協会とフィンラ
ンド視覚障害者連盟が集まり，各組織からのメンバーで
委員会を構成，３年間のプロジェクトを開始した６）。」
その後，２００７年の選挙でフィンランド中央党が議会第
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１党になり，国民連合，緑の党などとの連立政権になる
と，すでにネットワークを構築していた各障害者団体
は，保守党が野党時代に約束した項目の実施を求めて社
会保健省と協議を始めた。その結果，数多く挙げられた
要望の中で，「障害者団体としての要望を一つだけ認め
る」との言質を得た。そこで，障害者団体として PAの
法制度化を求めた結果，２００８年１２月障害者サービス法改
正案が可決され，その法第８条に「障害や疾病のために
通常の生活機能を満たすためにサービスを必要とする可
能性がある場合，市町村は，合理的な移動サービスとそ
のための適切な付き添い，毎日の活動，パーソナルアシ
スタンス，およびサービス付き住宅を提供しなければな
らない」と基礎自治体に PA制度の整備が義務づけられ
た。
３．まとめ
以上，キョンキョラ氏のインタビューをもとに１９８７年
の障害者サービス法制定とその後２００８年の法改正の経緯
を当事者運動の視点で概観した。
１９８７年の法制定にはキョンキョラ氏を含むキュンヌス
の活動が大きく影響していると見られるが，それだけで
はなく，フィンランドの福祉国家としての発展も重要な
要素であろう。今や福祉国家が確立されたフィンランド
であるが，山田７）によると，１９７０年代以前の福祉は「困
窮対策的なもの」でしかなく，「１９７０年代の改革要求運
動の結果は１９８０年代に結実し，（略）普遍的なサービス
の理念に基づいた社会福祉法が制定され」，また，「サー
ビスにおける市民の自己決定権が法的に保障されること
によって，市民は，措置制度でありながら，社会サービ
スの顧客の地位を獲得するに至った」のである。そうし
た時代の要請にキュンヌス等の活動がうまくリンクした
結果であろう。あるいはそれは，障害者が地域で生活す
るために必要なサービスがほとんどない時代に，大学生
として，また国会議員として活動することになった彼
が，障害者が地域で他の人々と同等に生活する権利を主
張したのは必然だったのかもしれない。
どのような政治的運動でも，数ある運動体が別々のも
のを目指していては成果は得られまい。２００８年の法改正
は，フィンランドの障害者団体が手を組み，同じ目的に
向かったことが奏功した。PA制度は，重度身体障害者
だけの利になるものでは決してない。複数の異なる障害
を持つ団体が協働することで，制度を拡大するための大
きな力となり得たと思われる。
Ⅲ．障害者サービス法改正とPA制度
具体的な法の解説の前に，フィンランドにおける障害
のある人に関する政策の原則について触れておこう。そ
れは，平等の権利，参加の権利，ポジティブな特別待遇
であるという８）。ポジティブな特別待遇とは，障害者の
ための十分なサービスと支援の方策ということである。
つまり，社会福祉法などの通常の公的なサービスはどの
人にも合うように設計されているため，それでは不十分
な障害者に対して，彼らが他の人々と平等に生活するこ
とを保障するために用意されているさまざまなサービス
のことを意味している。例として，ヘルシンキ市の障害
者サービスを挙げると，福祉用具と自助具，住宅改修，
パーソナルアシスタンス（PA），移送サービス，リハビ
リテーション，インフォーマルケアのためのサポート，
サービス付き住宅および施設ケア，家族ケア，適応訓練
とリハビリテーション指導，経済的サポート（障害者手
当），通訳サービス，就労支援，個別サービス計画，知
的障害者のための特別なサービス（住宅，作業および日
中活動，家族ケアまたは施設ケア）などである。
では次に２００９年に改正された障害者サービス法と PA
制度について，ヘルシンキ市を例として見てみよう。
１．障害者サービス法におけるPA制度の改正点
今回の法改正で，PA制度に関する改正は以下の点で
ある９）。
① PA制度が全ての重度障害者の権利として保障され
たこと。
② PAの対象者は，重度身体障害者のみならず介助の
少ない障害者群（例：視覚障害者等）も含まれたこ
と。
③ PA制度は，雇用者モデル，バウチャーモデル，契
約サービスモデルの３形態を可能としたこと。
④ PA費の対象として学業，勤務，屋内外での日常生
活の他，少なくとも月３０時間の趣味や社会参加のた
めの時間が保障されたこと。
⑤アシスタントは，原則として家族／近親者以外の者
がなるべきとされたこと１０）。（詳細後述）
フィンランド身体障害者連盟 Invalidiliittoの弁護士
Elina AkaanPenttilä氏によると，今回の障害者サービ
ス法改正の目的は「障害者と障害者以外の者との間の公
平性の確保」と「障害者間の公平性の確保（地域間や障
害の種別間の公平性）」である１１）。前者については，法
第１条の目的に「障害者が，他の人々と平等に社会の一
員として生活し，活動する力を向上させ，障害を原因と
する不利益や障壁の発生を防ぎ，またそれを排除するこ
と」とある。また，PA制度に関連して言えば，上記の
④最低月３０時間の社会参加のための時間が保障されたこ
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とが該当する。アシスタントが必要とされる時間が３０時
間より少ない場合は除かれるが，そうでなければ月３０時
間が保障される。逆にいえば，障害者は，最低でも月３０
時間は社会参加のために何か活動することを期待されて
いるということである。後者については，前述した PA
制度が自治体に義務づけられたことで，①どの地域に住
む重度障害者にも PAが権利として保障されたことに加
え，②介助の少ない障害者も含むとしたことなどが挙げ
られよう。
２．PA制度の概要注４）１２）
１）対象者
（１）重度障害者で当該自治体に居住している者で，
かつ
（２）長期の療養を必要とし，或いは進行性の疾病ま
たは障害をもっており，以下の項目に対して他人
からのサポートを継続的に必要としている人。
（ア）日常生活活動（移動，整容，衛生，更衣，食
事，掃除，情報入手と処理，個人的な事柄の管
理等々。一般の人が日常行うことであれば，特
にその内容に制約はない）
（イ）就労及び教育（賃金を得る仕事，自営業；学
位，仕事スキルアップや職業訓練；宿題）
（ウ）趣味，社会参加，または社会的相互作用の維
持（スポーツ，文化活動など；組織や団体の活
動，政治活動；友人や親戚への訪問）
２）PAの範囲
PAは，利用する人が必要としていることが範囲とさ
れなければならない。その範囲は，利用者が人間の尊厳
をもって生活することをアシスタントができるようにす
る範囲である。
３）手続き
希望者は申請書に記入し，社会福祉事務所へ提出す
る。PAに限らず，障害者サービス法第３条で，申請か
ら７日以内にソーシャルワーカーはアセスメントを開始
し，特別な事情のない限り３カ月以内に決定しなければ
ならない。新法より期限が設定され，より迅速な対応が
なされるようになった。
４）判断根拠
基本的には，自治体のソーシャルワーカーによるアセ
スメントによるが，必要に応じて理学療法士も加わる。
アセスメントは医師の診断書とソーシャルワーカーによ
る自宅訪問および面接によって行われる。
支給時間に上限はなく，自治体の財政状況を理由に拒
否してはならない注５）。支給決定する際に判断基準となる
ような指標はなく，その人にとって「必要かどうか」が
判断基準であるため，ワーカーは本人の希望と身体的状
況，周囲の環境等を総合的にみて，「何がその人に必要
なのか」を本人との対話により判断する。
５）サービスプランの作成
今回の改正で，クライエント一人一人にサービス計画
を策定することが義務づけられた。ソーシャルワーカー
はアセスメントに基づいて利用者と共にプランを作成
し，全ての利用者は必ずサービスプランをもつことにな
る。サービスプランの内容には，個人の生活状況，サー
ビスの必要性，アシスタントの介助内容，時間数，サー
ビスの構成等が含まれる。
サービスプランは基本的にはすべて申請者との対話と
交渉で進められ，そのプロセスを経ることが大切であ
る。プランは，単一のサービスごとに作るのではなく，
申請者が利用するすべてのサービスの総体的なプランを
作成する。１８歳以下の利用者にもサービスプランを作成
することになった。
計画策定後のモニタリングは法的な義務はなく，必要
に応じて行う。通常１～３年に一度程度である。
６）サービスの利用形態
従来は，介助者（アシスタント）を障害者が直接雇用
し，雇用にかかる費用を自治体が支払う形が主であっ
た。しかし，改正により，PA制度は雇用者モデル，バ
ウチャーモデル，契約サービスモデルの３つのサービス
形態となった。いくつかの形態を合わせて利用すること
ができる。
（１）雇用者モデル
これは，従来型のスタイルで，障害者が自分で募集し
たパーソナルアシスタントと直接雇用契約を締結し，被
雇用者の賃金，雇用者負担の保険料等など，アシスタン
ト雇用にかかる費用を市が負担する形態である。この場
合，自治体とアシスタント間に法的関係は存在しない。
このモデルを利用する前提条件として，「雇用者とな
ることを望む人」，「生活に関わる決断力やマネージメン
ト力が備わっている人」となっている。つまりこれは，
雇用者には，（日本でいう）労働基準法で定められてい
る雇用主としての義務と責任が発生するため，それを全
うできるだけの能力がある人でなければこのモデルでの
PA利用は難しいということである。しかし，その分，
利用者は最も自己決定権を行使できる。つまり，利用者
はアシスタントを求人し，応募してきた中から自分で選
んで採用し，アシスタントは雇用主（＝利用者）の指示
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に従って仕事をする。
ヘルシンキ市で雇用者モデルの利用者は約７００人い
る注６）。新法施行以降，多少増加傾向にあるという。
（２）バウチャーモデル
このモデルは新法で導入した新たなモデルである。利
用者は，市が発行するサービス利用券（バウチャー）を
使って，自分で選んだ事業所からサービスを提供しても
らう。ただし，事前に市が認可した事業所でなければ利
用券を使用できない。
雇用者モデルほど利用者に権限はないが，消費者保護
法による保護規定の適用があり，利用者はサービスを購
入する消費者という位置付けとなる。よって，提供され
たサービスが気に入らなければ，変更することも可能で
あり，自己決定権はある程度保証されている。
導入されて間もないため，現在，運用している市は数
か所のみである。ヘルシンキ市では運用を開始している
が，当初２０名ほどいたバウチャーモデルの利用者も２０１１
年１月の時点ではわずか３名に減少している。
（３）契約サービスモデル
自治体が契約した事業所からのサービスを利用するモ
デルである。事業所は公営及び民営どちらもあるが，民
営が主となっている。また，複数の市が共同で事業所を
設置する場合もある１３）。自治体がサービスを提供する事
業所を決定する。利用者は単に消費者であり，自己決定
権の行使は３つのモデルの中で最も少ない。
７）雇用者モデルにおける費用の対象となる項目１４）
自治体が払う費用の対象となるのは以下にかかる費
用である。
① アシスタントの給与
② 雇用主の法的義務としての各種保険料や費用
（社会保険，年金保険，被雇用者医療サービス費，
労災保険，雇用保険等）
③ 夜勤手当，休日手当，有給休暇，疾病休暇に対す
る支払い
④ 休暇中のアシスタントの代わりに他のアシスタン
トを短期雇用する際の費用
⑤ 新規雇用の際の募集経費，トレーニングにかかる
費用等，アシスタントに関わる正当な経費。利用者
の通勤や外出に伴うアシスタントの交通費。
雇用者モデルは，前述のようにアシスタントを採用す
る雇用者には雇用主としての義務が生じるが，費用につ
いては，通常の PAの雇用にかかる費用はすべて自治体
がまかなう。アシスタントに支払われる報酬は通常の雇
用と同様にしなければならず，フィンランドでは日曜出
勤は２倍，土曜日は２０％増，１８時から２３時の間は１５％増
が払われる。夜間２３時から朝の６時までは仕事をしない
のが通常である注７）。この時間帯にアシスタントを利用
する場合は自費になる。
雇用者モデルでは，アシスタントは雇用主の指示によ
り動く。その内容については，通常，日常生活で人が行
うことであれば特に制限はない。また，活動場所（自
宅，自宅外，職場等）にも制限はない。ただし，学校に
は別途アシスタントがいるので大抵は PAを使う必要は
ない。
８）ダイレクトペイメント
雇用者モデルでは，雇用者が介助者に直接給与を支払
うダイレクトペイメントを行うことができるが，ヘルシ
ンキ市は従前から代理受領式が主流で，雇用者は書類作
成等の事務処理負担が増えることを嫌い，ダイレクトペ
イメントを選ぶ雇用者はほんの一部であるという。しか
し，自治体やどの制度を利用して PAを利用するかに
よって状況は異なる。ヘルシンキ市の多くの雇用者と違
い，隣接する市にすむ別の雇用者はダイレクトペイメン
トを当然と考えている。また，人工呼吸器を使っている
利用者は医療制度の方から PAの費用がでているため，
ダイレクトペイメントのみである。
９）試用期間
雇用者モデルでアシスタントを雇用する際，４ヶ月間
の試用期間がある注８）。この試用期間終了後に正式な雇
用契約に移行するが，雇用者がアシスタントを採用した
くない場合は試用期間で終了にできる。しかし，一旦正
式な雇用契約を結ぶと，解雇するにはそれ相当の理由と
いくつかのステップを踏むことが必要となり，かなり困
難になる。またアシスタントにとっても雇用契約を結ぶ
とやめづらくなるため，雇用者にとっても被雇用者に
とってもこの試用期間で見極めることが重要となる。
１０）誰が被雇用者（アシスタント）になるか
被雇用者になるための要件は，原則家族や近親者（配
偶者，子供，親，祖父母，同性パートナー等）以外であ
れば誰でもよく，資格要件などは一切ない。
もし家族がアシスタントになる場合には，相当な理由
が必要になる。例えば，アシスタントの病気，雇用期間
の終了，家族以外からアシスタントを見つけることが困
難，障害や疾病のために意思疎通が特別に困難である
等，家族を雇用することがその障害者にとって最善の利
益になるような特別な背景がなければならない。但し，
従前より家族が雇用関係にある場合は継続できる。ヘル
シンキ市で家族が被雇用者になっている割合は１５～２０％
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図１ 障害者サービス法のサービスの年次推移１９９０，１９９５，２０００２００８年
（出典：国立保健福祉研究院ホームページ１９））
である。
１１）費用
PAの利用者負担はない。
Ⅳ．考 察
１．新PA制度と自己決定権
改正障害者サービス法による新 PA制度は，障害者が
他の人々と平等に生活する権利を保障するため，障害の
種別による格差をなくし，市町村の義務化によって地域
間格差の解消も図っている。また，３つの利用形態を用
意し，雇用者になるだけの力が不十分な人でも，「パー
ソナルアシスタンス」を利用できるようにした。このこ
とは，雇用者モデル以外でも，障害者に自分自身の選択
と意思決定を保障していると捉えることができ，「どの
ようなアシスタンスが必要か，いつ，どこで，どのよう
に受けるか，そして非常に重要なのは誰がそのアシスタ
ンスを行うか，について重度障害者が自分自身で意思決
定する１５）」ことを意味している。
ただ，そうはいってもそれを１００％保障されているの
は雇用者モデルだけであるようだ。バウチャーモデルで
は消費者として保護されてはいるものの，雇用者ほど権
利保障はされていない。サービスモデルにしては尚更で
ある。法の理念としては権利保障を謳ってはいるが，
「雇用主になる意思と能力があり，そして自己決定と自
分の人生をマネージメントするだけの十分な能力を持ち
合わせて１６）」いないと，それはかなわないということに
なる。雇用者としての義務（給与計算と支払い，アシス
タントの教育や雇用等）の一部は第三者に委任すること
ができるようになってはいるのだが，あくまでもそれは
未成年者や後見や保護下にある人のためである１７）。従っ
て，自己決定能力や判断能力が十分ではない知的障害者
や精神障害者などはこの制度から実質的に排除されてい
る。法的にはすべての障害者としているものの，そうし
た人たちが雇用者になるための支援体制は整っておら
ず，今後の課題である。政策的には，今回新たに設けら
れたバウチャーモデルが，雇用者になることができない
人たちに対してある程度の自己決定権を保障する形にし
たと考えられる。ただ，残念ながら，今回の調査時点で
バウチャーモデルの利用者が市全域で３名しかおらず，
当初の人数からかなり減っていることから，今のところ
このモデルは利用者にとってそれほど利があるものでは
なかったようだ。介助者における自己決定を尊重するな
らば，知的障害や精神障害の人たちが安心して雇用者モ
デルを利用できるような体制整備が必要であろう。
ところで，１９８７年以降 PA制度はどの程度普及してい
るのだろうか。STAKESによると，２００８年のパーソナ
ルアシスタンス制度利用者はフィンランド国内全体で約
５４００人，近年では平均９％増であるという（図１）１８）。
１９９０年には１０００人超程度であったから，約２０年で５倍に
伸びている。ヘルシンキ市の２００９年の利用者は約９００名
である注３）。キョンキョラ氏は，将来的には１５０００人程度
の利用者を目指していると述べているが，３つのモデル
をあわせた数であればわかるが，雇用者モデルだけでそ
れだけの伸びが期待できるのかは不明である。ただ，障
害者の自己決定権の保障からすれば，やはり雇用者モデ
ルを PAとして捉えるべきと考える。あるいは，雇用者
の役割を十分担えない人たちのための支援を設けるなど
して，「パーソナルアシスタンス」はあくまでも自分で
アシスタントを採用し，雇用関係の上に置くことが重要
であると考える。
２．ソーシャルワーカーの役割
改正法では，利用者一人一人にサービス計画を作成す
ることを市町村に義務づけ，かつアセスメントと決定ま
での期限を設けている。このことは市のソーシャルワー
カーにとって大きな負担となった。STAKESの２０１０年
の統計によると２０），回答した市町村のうち６３％が，期限
の遅れなしにサービス計画を作成することに，やや，あ
るいはかなり困難を感じているとの結果を得ている。し
かし，サービスの種類によって困難の度合いは異なって
おり，中でも PAについては４４％の市町村がより困難で
あると回答している。ヘルシンキ市のワーカーの話で
は，移送サービスのみの場合はプランを作らないことも
あるとのことだが，PAを利用する場合はプラン作りが
必須となる。ヘルシンキ市のワーカーによると，福祉事
務所は市内に５カ所あり，身体障害者担当のワーカーが
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１２名，知的障害担当が１２名いるが，一人のワーカーが担
当する利用者の数は年間１５０名ほどである。利用者も増
加傾向にあり，常にソーシャルワーカーの人数は不足し
ているとの話であった。フィンランドでは，我が国の障
害者自立支援法の障害程度区分のような統一された尺度
はなく，ワーカーは利用者との面談や訪問によってアセ
スメントを行い，支給決定する。改正前は，週４０時間
（一日８時間×週５日）以内であれば，特に詳しい調査
もなく支給決定されていたことを考えると，一人一人に
アセスメントした上でプランニングをする新法になり，
ソーシャルワーカーの業務量が一気に増加したと思われ
る。計画策定後のモニタリングについては，法的義務は
なく，必要に応じて行っているとのことだが，ワーカー
自身は「モニタリングの必要性は感じているが，十分で
きていない。１～３年に一度しかできていない」と話し
ており，新たに計画策定が増えて負担が大きい上，モニ
タリングまで行き届かないというのが本音だろう。我が
国の障害者自立支援法の相談支援事業では，月１回のモ
ニタリングを求めており，それと比べると遙かに少な
い。計画策定をしたならば，その後の経過を追うことは
策定者の責任でもあり，この点については課題があると
思われる。
さて，ではこのように新 PA制度では，市町村に求め
られることが増え，その分ソーシャルワーカーの役割も
増えたのはなぜだろうか。それは，一方では，障害者の
権利保障という面がある。必要なサービスが何かを適切
にアセスメントして適切に提供することが重要であり，
そのためのものという見方がある。もう一方では，綿密
なアセスメントとサービス計画の策定は，申請した障害
者の生活に「必要な」サービスと「不必要な」サービス
を選別する機能を持っている。ワーカーは申請者との交
渉という場でその機能を最大限に発揮し，「不必要な」
サービスを見極め，市町村の財政支出をコントロールす
るゲートキーパーの役割を担っているという見方ができ
るだろう。
また，今回の改正でフィンランドの PAでも家族がア
シスタントになることを原則禁止とした。日本では家族
介護者に報酬をつけることは，これまで議論に上がった
ことはあるが，実現には至っていない。その理由のなか
には，家族を介護から，あるいは家族の介護から解放す
るという文脈と，家庭という密室での出来事は非常に不
透明であり，不正が起こりやすいということが挙げられ
るであろう。フィンランドの家族介護禁止の理由につい
て，今回詳しく調査することができなかったが，フィン
ランドが国連の権利条約の批准に向け，障害者の権利保
障を基本とした政策をとっていることと，国からの補助
金削減による地方自治体の財政支出の抑制を兼ねあわせ
ると，家族による不透明なアシスタントに牽制をかけた
とも見える。
Ⅴ．ま と め
本稿では，フィンランドの PA制度の制定経緯とそれ
に対する障害当事者運動のかかわりと，２００８年１２月に改
正され，２００９年９月１日から順次施行されたフィンラン
ドの障害者サービス法について，新 PA制度の内容，特
に改正による障害者，行政，ソーシャルワーカーへの影
響を検討した。
１９８７年の障害者サービス法制定時も２００８年の法改正に
も障害当事者運動が強く影響していると考えられた。特
に，最初の法制定時は複数の種別の異なる障害者団体が
それぞれの利得を求めて別々の活動をしていたもの
が，２００５年以降，それらの団体がネットワークを築いて
いったことが，２００８年の法改正，また PA制度の義務化
に強い力を発揮したと思われる。
改正法での新 PA制度は，障害者の権利条約批准をに
らみ，理念として障害者の自己決定権をより強く打ち出
しているものの，実際には雇用者モデル以外では自己決
定権が十分保障されているとは言い難く，雇用者として
の義務と責任を果たすことが難しい人への支援策も十分
ではないと思われた。国民性の違いを考慮すれば，一概
に「不十分」とは言えないが，フィンランドの PA制度
において，雇用者の義務と責任を第三者がどのように支
援すれば，雇用者モデルで PAを利用できるようになる
のか，大変興味深いところである。現在札幌市が実施し
ている PA制度の利用者は「雇用者」ではないが，自己
決定権を最大限行使し，ケアを自律することを目指して
いる。しかし自律する力が不十分な人への支援は同様に
課題であり，フィンランドの実践を今後も注目していき
たい。
また，新 PAで課せられたサービス計画の策定は，
ソーシャルワーカーがゲートキーパーとなり自治体の支
出をコントロールする重要な役割を負っている反面，
ワーカーにとっては非常に負荷の大きい作業であり，策
定後のモニタリングが十分ではないことが示唆された。
今回の調査では新 PA制度がまだスタートして時間が
経っていないため，十分な調査ができなかった。今後は
より詳細な調査を行い，PA制度の３つのモデルがどの
ように発展していくのか，障害者の権利がどのように行
使されるのか，継続して追っていくことを筆者の今後の
課題にしたい。
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＜注＞
注１）２０１１年１月１６日ヘルシンキ市内ホテルロビーにて
Kalle Könkkölä氏へのヒアリングによる。
注２）例えば，大学で授業を受ける教室の場所も，車い
すで入れるかどうかもわからなかったり，ある教授は
「２０年間この教室で教えているのだから，変えるつも
りはない」などと言われ，車いすの学生に対する支援
はなく，非常に困難だった。そこでカッレ氏は学生自
治新聞に投稿し，障害学生のためのユニオンが必要と
訴えたこ と が 始 ま り。（Interview with Kalle
Könkkölä by Adolf Ratzka
URL：http：／ ／www．independentliving．org ／ files ／
kalle_konkkola２００８１１．pdf）
またキョンキョラ氏の生涯については Heini Saraste
Kalle Könkkölä THEWORLD BECOME MY
ROOM，WSOY Graphic Facility，１９９６に詳しい。
注３）２０１１年１月１７日ヘルシンキ市東福祉事務所主任
ソーシャルワーカー Jari Meklin氏へのヒアリンン
グにて。
注４）上記Meklin氏へのヒアリング，フィンランド障
害者連盟 Elina AkaanPenttila氏へのヒアリング内
容を含む。
注５）前掲 Meklin氏へのヒアリンングにて。
注６）同上
注７）前回２００３年に PAを使って地域生活をしている重
度障害を持つカップルを調査したが，男性の方は夜間
２３時～６時まで PA不在であった。日常生活のほぼす
べてに介助を要する最重度の女性には２４時まで入って
いたが，２４時から６時までは完全に介助者なしであっ
た（梶２００４：４５）。インタビューから，彼らはその時
間を不便と思うより，二人だけの時間も大切だと考え
ていた。
注８）以前の試用期間は２ヶ月だったが，現在は４ヶ月
に延長されている。
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Present status and issues on the new Personal Assistance System in Finland
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Abstract
In this essay, the Personal AssistancePASystem in Finland is examined in a way how it was established
and the disabled movements were involved, and to study the Finish Act on Services for the Disabled which
was revised in December , especially relating to new contents of the act which have an impact on the
disabled, community administrations and their social workers, by conducting research interviews in their field
in January .
It has been seen that the disabled movements had a great influence on both the enactment of the Act on
Services for the Disabled in  and its reform in . While each disabled association took an
independent action for the first enactment, several organizations in different fields have started to get
together to establish a network since 	, which could be noted as a great power of motivation to make
PA system legally regulated in  amendment.
Though ideology which guarantees a disabled persons right to selfdetermination is more clearly represented
in the new PA system, in practice it is difficult to say that their right to selfdetermination is fully secured
in the services except that of the employer model, and also it seemed to be insufficient in support for those
who have difficulty in playing an employer role with its duties and responsibilities. Considering differences of
our national characters it is not necessarily so, but in order to make the PA system accessible to every
disabled person, it is still essential to discuss the way how a third party can provide the support to
employers when they carry out their duties and responsibilities.
In the new PA system, communities became liable to make a service plan for each user, which is essential
for social workers to play an important role as gatekeepers in order to control expenses. In other hand,
however, setting a service plan for each user could be a workers heavy workload. And an issue of
insufficient system for monitoring the implementation of a service plan is emerged.
Key words
Personal Assistance, selfdetermination, employer, role of social worker
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